
 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 
中泊町商工会（法人番号 1420005003806 ） 

中泊町（地方公共団体コード 023876） 

実施期間 令和 7年 4月 1日～令和 12年 3月 31日 

目標 

経営発達支援事業の目標 

【目標①】小規模事業者の経営力向上支援として、個社の課題を解決し、

持続可能な成長ができるようにする。 

【目標②】創業者支援等を実施し、雇用機会の創出や地域消費を増やす

ことで、地域経済が活性化をもたらすようにする。 

【目標③】事業承継を推進することで、雇用の確保が図られ、地域経済

の安定化や若者の定住を促進し、生活の質を向上させる。 

事業内容 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

 ３．地域の経済動向調査に関すること  
地域内の小規模事業者の景気動向調査を行い情報提供し、小規模事業

者の経営支援や事業計画策定に活用する。 

４．需要動向に関すること 
個社が扱う商品・サービスに対する需要動向調査を行い情報提供し、

今後の販売促進活動に繋がるよう伴走型の支援に活用する。 

５．経営状況の分析に関すること 
経営分析セミナーや個別相談対応を実施し、経営状況を把握して経営

課題を明らかにし、経営分析ツール等を活用した支援で対策を講じる。 

６．事業計画策定支援に関すること 
ＤＸセミナーを開催し、小規模事業者の競争力の維持・強化を目指す

とともに事業計画作成アプリ等を活用して策定の支援を行う。 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 
策定された事業計画に対し確実に推進できるように定期的な巡回支援

等と実施しフォローアップを行う。 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 
共同チラシを活用した地域内消費向け需要開拓支援するほか、ＳＮＳ

を活用した地域外消費向け需要開拓支援を実施する。 

連絡先 

中泊町商工会 

〒037-0305 青森県北津軽郡中泊町大字中里字亀山 443 

TEL：0173-57-2733 FAX：0173-57-2803 

E-Mail：tugaruns@rose.ocn.ne.jp 

 

中泊町 水産商工観光課 

〒037-0305 青森県北津軽郡中泊町大字中里字紅葉坂 209 

TEL：0173-57-2111 FAX：0173-57-3849 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１．目標 

 

（１）中泊町の現状及び課題 

中泊町は青森県北西部の津軽半島に位置し、北西はつがる市と日本海、南は五所川原

市、東は外ヶ浜町と接し、平成１７年３月に北津軽郡内の中里町と小泊村が五所川原市

（市浦地区）を挟む形で飛び地合併して誕生した面積 216.3㎢の町である。農業を基幹

産業としている中里地域、漁業と観光が中心の小泊地域と違った特性の地域により、ひ

とつの町を形成している。 

 

①現状 

【中里地域】は、世界遺産「白神山地」を源流とする岩木川が土砂を運んで形成されて

いるため、農業に適した肥沃な大地のため、基幹産業は農業（米、トマトなど）となっ

ている。冬は一面銀世界となったその平野を日本最北の民鉄「津軽鉄道」のストーブ列

車が運行され、津軽中里駅はその終着駅であり全国的にも有名な同列車には各地から多

くの観光客が訪れている。最近は大正時代のステンドグラス工芸家小川三知の作品が現

存する宮越家が観光のメインとなっており、所有するふすまは、イギリスの大英博物館

が所有するふすまと一連のものである可能性が高いといった調査結果が出ている。 

 

【小泊地域】は、日本海沿岸に位置し急傾斜の山々が多く、断崖と海が織りなす景色は

壮観で特に権現崎（小泊岬）や国道 339 号・通称「竜泊ライン」などの素晴らしい景観

は、津軽国定公園に指定されている。漁業と観光が主産業であり、漁業はイカ・メバル・

マグロが主に水揚げされ、特に小泊のウスメバルは深海約 150ｍで獲っているため体色

は赤橙色をしており高級魚「津軽海峡メバル」と呼ばれ取引されている。平成 27 年に

は、OMOTENASHI ご当地グルメとして、水揚げ青森県ナンバーワンのウスメバルと、

中里の米「つがるロマン」を使用し『中泊メバルの刺身と煮付け膳』が誕生し町内５店

舗で提供している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 中泊町の位置 「中泊メバルの刺身と煮つけ膳」 
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中泊町の人口は、合併当初の平成１７年には１４，１８４人。その後、自然減と社会

減が増加し、令和２年の国勢調査では９，６５７人となっている。また今後の予測とし

て「中泊町まち・ひと・しごと創生総合戦略」によると令和４２年（２０６０年）には

３，２１９人まで減少すると見込まれている。 

 
【中泊町人口・世帯の推移】 
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中泊町の産業別就業者数は、昭和６０年以降、第一次産業に従事する就業者数が大幅

に減少する一方で、第二次・第三次産業の就業者数は増加していたが、平成２２年（２

０１０年）以降はいずれの分野でも就業者数が減少し、令和２年には４，１９０人とな

っている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年３月中泊町人口ビジョン、令和２年国勢調査より 

令和２年３月中泊町人口ビジョン、令和２年国勢調査より 
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②産業別の状況 

 農業については、稲作を中心とする農業を基幹産業の一つとして振興してきたが、食

生活の多様化、国内産地の競争激化、高齢化により農業就業人口は年々減少傾向にある。

こうした農業の立て直しを図るため、農業基盤整備事業の推進、有機栽培や農薬を低減

した栽培によるオリジナルブランド米の生産、野菜・花きの導入やブルーベリー・ハト

ムギなどの特産作物の普及等の対策が進められている。 

 漁業については、燃油の高騰や魚価の低迷等による所得の減少を大きな要因として、

担い手が減少傾向にあり将来の人材育成・確保が求められる中、津軽海峡を漁場として

最も漁獲量が多いのはイカであったが近年は不漁が続いている。当町のご当地グルメ

『中泊メバルの刺身と煮付け膳』の材料であるウスメバルは町外・県外でも人気が高い。 

 商工業については、隣接する五所川原市などに消費者が流出し、町内では日用品、雑

貨、食料品を中心とする事業所が主で、就業人口の構成比が高まっている第三次産業に

ついてもほとんどが小規模事業者から構成されている。また、中泊町には組織としての

商店街が存在せず、小規模事業者が町内に分散している状況にある。 

 このような状況を踏まえ、町では平成２９年度に第二次中泊町長期総合計画を策定

し、１次産業を基幹とした町内産業の振興を図るとともに、６次産業の振興や観光・交

流事業を通じた産業間の連携等により、新たな産業や雇用を生み出していくことを課題

としており、地域唯一の経済団体である商工会に対してもその役割が求められている。 

 

③小規模事業者の現状と課題 

 中泊町商工業者数推移（数値はいずれも３月末日）       ※商工会調査数 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

商工業者数 

（うち会員数） 

392 

（247） 

396 

（248） 

380 

（239） 

367 

（237） 

362 

（236） 

小規模事業者数 376 378 355 355 346 

 

 小規模事業者数は令和６年３月末現在で商工業者数 362 事業所、そのうち小規模事業

者数が 346 事業所、会員数が 236 事業所で商工会組織率は 65.1％となっている。 
 

 

【小規模事業者の業種別構成】 

建設業   ３２％（１１１事業所） 

サービス業 ３１％（１０９ 〃  ） 

卸・小売業 ２３％（ ８０ 〃  ） 

製造業    ９％（  ２７ 〃  ） 

その他    ５％（  １９ 〃  ） 

 

     １００％（３４６事業所） 

 

 

 
 
「令和６年３月３１日時点」 
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【商業】 

 現在の車社会においては、近隣市町の大型店への消費購買力流出、消費者ニーズの多

様化、インターネットの普及に伴うネット通販やカタログ通販等の増加により購買力の

町外流出が著しく、経営者の高齢化や後継者不足もあり、商業者を取り巻く環境は一層

厳しさを増している。 

 小規模事業者においては、経営内容の悪化や経営者の高齢化と後継者不足により廃業

が相次ぎ、商工業者数は減少傾向である。また、住民の高齢化、人口減少、消費購買力

の町外流出、少子化などにより売上も年々減少している。 

 さらに、近年には町外資本のスーパーストアやドラッグストアが出店しており小規模

小売店の経営悪化が課題となっている。 

 

【建設業等工業】 

 一部の事業所を除き、ほとんどの事業所が零細規模の事業所であり、経営者の高齢化、

後継者の減少は進行している状況である。冬期間には雪の影響もあり事業を縮小しなけ

ればならない事業所も多く、公共事業（除雪も含む）に頼らざるを得ない状況であり、

技術職が多い業界において熟練従業員の定年や高齢化により技術の承継も大きな課題

となっている。 

 

 ・当地域の小規模事業者は、人口減少や量販店の出店により売上の低下に苦しみ利益

を確保することができず、年々活力が失われている。 

 ・経営者の高齢化、後継者不足が進み小規模事業者はさらに減少していくと予想され

る。 

 ・小売業・飲食業を営む小規模事業者の経営環境は、人口減少や高齢化により地域の

購買力が減少していることに加え、近隣自治体への量販店の進出により消費購買力

が流出していることで悪化している。 

 

④商工会の現状と課題 

 これまで、経営支援は「金融」「税務」「労務」などの経営課題の解決を図るものが主

で、経営計画やマーケティング戦略など経営の本質に迫る経営支援は行っておらず、創

業支援についても同様に創業のための資金調達や記帳支援のみにとどまることが多か

った。また、小規模事業者等の経営支援を進めていくうえで必要な経営に係るセミナー

の開催や、青森県連合会等が開催するセミナーへの案内も全体に行き渡っていたとは言

えず、小規模事業者への情報提供不足であった。 

 限られた人員での支援には職員の経営支援能力の向上と事業の選択等を行っていく

ことが必要となる。今後は補助金や融資を目的とした事業計画策定支援にとどまらず、

小規模事業者の持続的発展のための計画策定を目的として伴走型支援を進めていく必

要がある。 
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（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

①町の総合計画 

 産業振興は、地域での暮らし、生業の基盤となるものであり、地域の活性化に不可欠

なものであるが、近年は人口減少等により、賑わいや地域経済の低下が懸念されている。 

 このような中で、産業振興や新たな雇用機会の拡大を図る取り組みは、地域の活力や

賑わいを創出するうえで、引き続き重要となる。 

 第１次産業を基幹産業として発展してきた地域であるが、近年の国内外の経済情勢は

不安定な状況が続き、町内の産業振興、地域経済にも大きな影響があらわれている。 

 今後の発展及び人口定住の促進に結びつく地域経済活動の実現に向けて、基幹産業で

ある第一次産業の振興を図るとともに、６次産業化の推進、観光・交流事業を通じた産

業間の連携など、新たな産業や雇用を生み出す施策を展開し、人や町の活力・賑わい創

出、若年層の人口流出を抑制、労働人口定着を図り、産業振興に向けて、総合的に取り

組むこととしている。 

 【商工業に対する主要施策】 

 １．本町の特性を生かした販路拡大により、時代に即した地域のにぎわい・活気を生

む産業の取り組みを支援する。 

 ２．農産物などの販路拡大に努めるとともに産業間の連携による６次産業の振興や起

業による雇用機会の創出などを目指す。 

 ３．個々の経営力強化及び人材・後継者の育成のための支援を実施する。 

※第二次中泊町長期総合計画より（平成 28 年～平成 37 年）抜粋 

 

②小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

 町の施策と地域の課題を踏まえ、年々経営環境の厳しさを増す小規模事業者に対し、

経営内容の維持発展と小規模事業者の減少抑制に向けて、６次産業化の推進と産業間連

携、雇用の創出に取組むことで、個社の経営安定と所得向上に繋げ、中泊町の労働人口

の定着、産業振興を図る。 

そして、後継者の事業承継環境を確保することで廃業防止を図り、創業者の掘り起こ

しと支援により小規模事業者の減少を抑制させ若年層の人口流出抑制に繋げることが、

中泊町の目指す「活力・賑わいを創出するまちづくり」へも繋がることを長期的な振興

のあり方と捉え、（公財）２１あおもり産業総合センター等と連携し小規模事業者の持

続的発展と安定経営に向けた支援をする。 

 

（３）経営発達支援事業の目標 

 小規模事業者の課題や長期的な振興のあり方を踏まえ、今後５年間の経営発達支援事

業として、以下を目標に定め事業を実施する。 

 

目標① 小規模事業者の経営力向上支援 

 個社の課題を解決し、収益性の向上、リスク管理の強化、競争力の強化などを通じ、

持続可能な成長ができるようにする。 

 

目標② 創業者支援等による地域経済の活性化 



６ 

 

地元の人々に新たな雇用機会が提供され、地域の消費活動が増え地元経済が活性化

し、税収の増加をもたらす。 

 

目標③ 事業承継の推進支援による地域活力の維持 

 地元企業が存続することで雇用の確保が図られ、地域経済が安定するとともに若者の

定住を促進し、地域全体が持続可能な発展を遂げ、住民の生活の質も向上する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 

 

経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１） 経営発達支援事業の実施期間（令和７年４月１日～令和１２年３月３１日） 

 

（２） 目標の達成に向けた方針 

① 小規模事業者の経営力向上支援 

小規模事業者に対する巡回訪問の強化を行い、課題に応じた提案型の積極的な支援を

実施することにより、新たな事業への取り組みを推進し、所得の向上を図っていく。 

② 創業者支援等による地域経済の活性化 

新規創業や６次産業化、業態転換・新事業・新分野に進出する第二創業を積極的に支

援し、小規模事業者の活力回復・向上に向け地域経済の活性化を図る。 

③ 事業承継の推進支援による地域活力の維持 

巡回訪問等により、事業承継者や潜在的対象者の掘り起こしを行い、経営ノウハウの

習得、新たな事業展開に向けた事業計画策定支援を実施するとともに、後継者のいない

事業者には、行政・青森県事業引継ぎ支援センターと情報を共有し、創業希望者とマッ

チングする仕組みを構築し円滑な事業承継を支援する。 

 

 

 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

 

３.地域の経済動向調査に関すること 

 

（１）現状と課題 

地域の経済動向については全国商工会連合会の「小規模企業景気動向調査」で選定し

た企業の調査に協力する程度で、独自で地域の経済動向などについて調査したことがな

かった。経営指導員等が巡回・窓口相談業務を行った際の対応しかできておらず相談者

に求められれば経済動向に関する情報を提供している状況で限定的なものであった。 

今後は、小規模事業者にとって有益な情報を収集・分析し、提供できる体制を整備す

ることが必要である。 

 

（改善方法） 

今後、小規模事業者に対し的確な指導を行うためには、支援を行う個社の状況及び地

域の状況をしっかりと把握することが重要である。そのため国のビッグデータを活用し

た地域の経済動向分析を行い、小規模事業者を取り巻く経営環境を迅速に把握し提供す

る。調査結果は経営指導員等が巡回・窓口相談業務の際に提供するとともに小規模事業

者の経営支援や事業計画策定に活用する。なお、調査結果は商工会ホームページに掲載

し小規模事業者が閲覧できるようにする。 
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（２）目標 

実施内容 現状 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10年度 令和 11年度 

①地域の経済動向

分析の公表回数 
- 1回 1回 1回 1回 1回 

②小規模企業景気

動向調査公表回数 
4回 4回 4回 4回 4回 4回 

 

（３）事業内容 

①地域の経済動向分析（国が提供するビッグデータの活用） 

項目 内容 

目 的 
限られたマンパワーや政策資源を集中投下し、効率的な経済活性化

を目指す。 

調 査 手 法 
・経営指導員等が「ＲＥＳＡＳ」（地域経済分析システム）を活用し、

地域の経済動向分析を行う。 

公 表 回 数 ・年１回 

調 査 項 目 
・「地域経済循環マップ（生産分析）」・「まちづくりマップ（From-to

分析）」・産業構造マップ など 

 

②小規模企業景気動向調査 

項目 内容 

目 的 
全国商工会連合会による「小規模企業景気動向調査」を実施し、地

区内小規模企業の景気動向についての情報を収集する。 

対 象 者 
・地域内の小規模事業者１０社（全国商工会連合会からの指定数） 

（サービス業・建設業・卸小売業等） 

調 査 方 法 ・調査票に基づく聴き取り調査 

頻   度 ・四半期ごと 

調 査 項 目 
・「売上額」「仕入単価」「採算」「資金繰り」「業況」について前年同期

と比べてどうなっているか３段階からの採択方式とする。 

分 析 方 法 ・全国商工会連合会による 

 

（４）調査結果の活用 

〇分析結果を巡回訪問・個別相談などの機会に小規模事業者へ情報提供を図り経営分析

支援や事業計画策定支援の基礎資料として活用する。 

〇小規模事業者の業界動向を把握することで、今後の事業計画等を策定する際の基礎資

料とする。 

〇本会が運営するホームページや調査対象事業者に通知等にて、広く管内事業者に周 

知する。 
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４.需要動向調査に関すること 

 

（１）現状と課題 

 これまでは経営指導員等の経験によるアドバイスが中心であり、適切な消費者ニーズ

を小規模事業者に提供できておらず、消費者が「何を（商品・サービス）」「どのように

（販売・提供）」求めているのか把握することができていない。 

 

（２）目標 

実施内容 現状 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10年度 令和 11年度 

個社の商品・サービス

のアンケート調査

(調査対象事業者数) 

１社 2社 2社 2社 3社 3社 

 

（３）事業内容 

① 個者が取扱う商品・サービスに対し事業所店頭でのアンケート調査 

小規模事業者が気づかなかった商品・サービスに対しての新たな気づきを明確にし、

消費者志向をとらえ、商品やサービスのブラッシュアップを行う。 

（サンプル数）各店５０ 

（対象事業者）経営指導員等が巡回指導で掘り起こしを行う。 

（調査手段・手法）各店舗でのヒアリングによるアンケート調査 

（分析手段・手法）調査結果は、青森県商工会連合会専門家派遣制度を活用し、専門家

の意見を聞きながら、経営指導員が分析を行う。 

（調査項目）①消費者属性情報（年齢・性別・来店方法・来店目的） 

      ②商品（サービス）の購入（利用）目的 

      ③商品（サービス）の不満、要望（価格・量・パッケージ・サービス） 

      ④店舗に対する不満、要望（品揃え・陳列・営業日・営業時間等） 

      ⑤自由回答 

      ⑥その他 事業者と協議し調査項目を追加・削除・訂正する 

（分析結果の活用）各店のターゲット層の設定・見直しの提案や消費者ニーズと品揃え

とのギャップを検証し、アンケートの集計・分析結果をレポートし

て事業者へ提供する。レポートは消費者ニーズにマッチした商品・

サービスへの改良や今後の販売促進に繋がるよう伴走型支援に活

用する。 

 

 

 

５.経営状況の分析に関すること 

 

（１）現状と課題 

 これまで、経営状況の分析は小規模事業持続化補助金に関する経営計画書作成の際や

小規模事業者経営改善貸付（マル経融資）の申請時等において形式要件を満たす程度の
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経営状況の分析にとどまっていた。 

 今後は、経営状況の分析が必要と考えられる小規模事業者をリストアップし、経営指

導員が中心となって、小規模事業者に対して経営状況の分析の必要性及び重要性を認識

してもらうよう説明指導を行う。 

 経営状況の分析を行うにあたり、必要と思われる小規模事業者の抽出と分析項目の設

定が課題となる。 

 

（改善方法） 

 小規模事業者が持続的発展を遂げていくためには、自社の財務状況や強み、弱みなど

の現状を認識する必要があるため、巡回指導及び窓口相談業務等における経営上の課題

などの聞き取り調査をする際に、経営状況の分析の必要性及び重要性について説明指導

し対象事業所の掘り起こしを行い、経営状況分析セミナーへの参加を促す。セミナーを

毎年実施すると事業者の関心が低くなることが予想されるため１年おきに実施し、それ

以外の年度は個別で対応する。 

 目的は、経営状況の分析の必要性を理解してもらい、経営状況の把握、分析につなげ

ることである。分析が必要と考えられる対象者とは、若手の経営者や事業を始めてから

年数の浅い小規模事業者、経営意欲は高いが利益に伸び悩む小規模事業者、事業承継を

考えている小規模事業者である。 

 現状は、軽微なものを含めて経営分析件数として計上していたが効果が高くなかった

ため、今後はより専門性の高い分析結果をもとに支援していくこととし、経営状況の分

析項目の設定については、財務分析に関することだけでなく、業種や業態による特徴的

な項目も加味した内容を設定する。 

 

（２）目標 

実施内容 現状 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10年度 令和 11年度 

経営状況分析セミナー 0回 1回 0回 1回 0回 1回 

経営状況分析件数 20社 6社 6社 7社 7社 8社 

 

（３） 事業内容 

① 経営状況分析セミナーの開催 

項目 内容 

目 的 
・経営状況分析の必要性及び重要性を深く認識してもらい、自社の経

営状況を把握してもらい経営状況分析に繋げる。 

対 象 者 

・巡回及び窓口相談業務において必要と判断できるような意欲ある小

規模事業者 

・若手の経営者及び事業を始めてから年数の浅い小規模事業者 

・経営意欲は高いが思うように売上や利益に伸び悩んでいると判断で

きる小規模事業者 

・事業承継を考えている小規模事業者 
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頻   度 ・２年に１回 

 セミナーを開催しない年度は、必要に応じてエキスパートバンク事業や青森県よろず支援拠点など

を活用し経営分析に対する理解を深めていく。 

※エキスパートバンク事業：青森県商工会連合会で実施する専門家派遣事業 

 

② 経営状況分析の実施 

項目 内容 

目 的 

・経営状況の分析を行うことにより、小規模事業者の財務状況・強み

弱みの状況を把握し利益確保に向けた改善策及び対応策を検討する

ための支援を行う。 

対 象 者 

・経営状況分析セミナー参加者 

・巡回及び窓口相談業務において必要と判断できるような意欲ある小

規模事業者 

・若手の経営者及び事業を始めてから年数の浅い小規模事業者 

・事業承継を考えている小規模事業者 

対象事業所５社 

調 査 方 法 ・決算書等の利用及びツールを活用した聞き取り調査 

調 査 項 目 

・財務分析 

 「収益性」「効率性」「生産性」「安全性」「成長性」等 

・非財務分析 

ＳＷＯＴ分析による「強み」「弱み」 

ＡＢＣ分析による「売上高の分析」 

分 析 手 法 
・経済産業省が提供する「ローカルベンチマーク」及び中小企業基  

 盤整備機構が提供する「経営自己診断システム」を活用する。 

小 規 模 事 

業 者 に 対 

す る 効 果 

・経営状況の確認ができることにより経営課題が明らかとなり、顕在

化した経営課題に対して対策を講じることにより売上や利益の増加

に結び付けることが見込める。 

そ の 他 

・経営指導員が小規模事業者に寄り添い伴走型の支援を行い、緊急の

対応が必要な場合等、専門家からの相談・助言を受け改善策の提案、

支援を行う。 

・専門家の選定についてはエキスパートバンク制度、青森県よろず支

援拠点などを活用する。 

 

（４）分析結果の活用 

分析結果は、当該事業者にフィードバックし、対象の小規模事業者の決算書デー

タ等から現在の経営状況を把握し、強み、弱み、経営課題の抽出、整理を図り、課

題解決、将来予測、事業計画策定に繋げる。 
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６.事業計画策定支援に関すること 

 

（１）現状と課題 

 小規模事業者が小規模事業者持続化補助金等の申請時及び金融相談の際に必要に応

じて策定支援を行っているのが現状であり、それ以外は事業計画の策定は行われていな

かったため、具体的に策定しなければならない理由等を理解頂き策定に繋げることが課

題である。 

 

（２）支援に対する考え方 

 経営分析を行った事業者、巡回及び窓口相談業務において意欲のある小規模事業者や

若手経営者及び事業を始めて年数が浅い事業者等に、事業を持続的発展に繋げるために

は計画を策定して経営に取組んでいくことの必要性と重要性を説明し、計画策定に向け

た支援を行う。今後は事業計画策定については個別対応とし、事業計画の策定前段階に

おいてＤＸに向けたセミナーを行い、小規模事業者の競争力の維持・強化を目指す。 

 

（３）目標 

実施内容 現状 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10年度 令和 11 年度 

DX 推進セミナー 未実施 1件 1件 1件 1件 1件 

事業計画策定件数 6件 6件 6件 7件 7件 8件 

 

（４） 事業内容 

① ＤＸ推進セミナーの開催 

項目 内容 

目 的 

・ＤＸに関する意識の醸成や基礎知識の習得のため、また実際にＤＸ

に向けたＩＴツールの導入やｗｅｂサイト構築等の取り組みを推進

していくために開催する。 

対 象 者 

・若手の経営者及び事業を始めてから年数の浅い小規模事業者 

・巡回及び窓口相談業務において希望する小規模事業者 

・新規創業予定者（必要性と重要性の認識の為） 

・事業承継を考えている小規模事業者 

頻   度 ・年に１回 

小 規 模 事 

業 者 に 対 

す る 効 果 

・ＤＸを推進及び実行することで自社の発展に結びつける。 

そ の 他 
・必要に応じてエキスパートバンク制度、青森県よろず支援拠点等を

活用する。 
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② 事業計画策定支援 

項目 内容 

目 的 

・意欲ある小規模事業者の売上向上及び利益確保、円滑な事業承継と

創業実現に繋がるよう事業者に寄り添って事業計画策定の支援を行

う。 

対 象 者 
・経営状況の分析を行った事業者 

・新規創業予定者 

支 援 内 容 ・事業計画の策定支援 

手段・手法 
・巡回及び窓口相談業務において、必要に応じて各種支援ツールを利

用し、事業計画策定支援を行う。 

小 規 模 事 

業 者 に 対 

す る 効 果 

・事業計画を策定することにより、将来の自社のあるべき姿や今後、

実現可能な進むべき方向、そのためにすべきことを明確にすること

ができる。 

そ の 他 

・対象者へは巡回及び窓口相談の際に周知する。 

・必要に応じてエキスパートバンク制度、青森県よろず支援拠点等を

活用する。 

 

 

 

７.事業計画策定後の実施支援に関すること 

 

（１）現状と課題 

 これまで事業者が経営課題を解決するため各種支援を行っていたが、散発的な経営相

談や専門家派遣であり、必ずしも計画的な支援とは言えないものであった。事業計画に

沿った伴走型の指導・助言が確実に行えるよう継続的な支援体制の構築が必要である。 

 

（２）支援に対する考え方 

 策定した事業計画が実質的な行動や意識変化を自動的に促すという事ではないため、

まずは計画の実行を促し、実行後は進捗状況や経営状況の分析を行うために定期的な巡

回支援を行い、事業計画の目標である経営の安定や事業承継等に繋げていく。 

 

（３）目標 

実施内容 現状 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

フォローアップ件数 6社 6社 6社 7社 7社 8社 

頻度（延回数） 20回 24回 24回 28回 28回 32回 

売上増加事業者数 未実施 2社 2社 2社 3社 3社 

利益率３％以上増

加の事業所数 
未実施 1社 1社 1社 2社 3社 
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（４）事業内容 

 事業計画を策定したすべての事業者を対象とし、経営指導員が四半期に一度訪問し、

計画の進捗状況や経営状況の分析を行い、課題を抽出する。抽出された課題については

青森県商工会連合会等の支援制度を活用しながら解決に取組むことを継続し、計画と進

捗状況のズレの確認をし、ズレや遅れが生じている事業所については巡回頻度を変更す

るなどして対応する。 

 

 

 

８.新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 

（１）現状と課題 

 当地区は車社会の進展や消費者ニーズの多様化、購入方法の多様化、大型店への購買

力の流出等により、地域を取り巻く経済環境がますます厳しさを増している。毎年、小

売店等を中心にプレミアム商品券を発行し他の地区への消費流出を防いでいるが、限ら

れた効果であり恒久的な改善までに至っていない。この環境を打開するためにも地域住

民に支持される個店、個社となり持続的発展につなげていく必要があるものの、その支

援体制が構築できていない。また今後は新たな販路開拓にはＤＸ推進が必要であるとい

うことを理解・認識してもらい、取り組みを支援していく必要がある。 

 

（２）支援に対する考え方 

 需要開拓について、費用面を含めた実施方法を模索している小規模事業者に対し、個

店の商品やサービスについて共同で周知を行う「共同チラシ事業」を実施することによ

り費用面での負担減と町内での認知度向上を図る。 

 ＤＸ推進セミナーを活用して、ＳＮＳ活用による情報発信など、ＩＴ活用による営

業・販路開拓に関するセミナーの開催や相談対応を行い、理解度を高めたうえで導入に

当たっては必要に応じて専門家派遣事業等を実施するなど事業者の段階にあった支援

を行う。 

 

（３）目標 

実施内容 現状 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10年度 令和 11年度 

①共同チラシによ

る参加事業所数 
6社 6社 6社 8社 8社 8社 

売上増加率 

（①の平均値） 
10％ 10％ 10％ 15％ 15％ 15％ 

②SNS活用事業所数 0社 2社 3社 3社 5社 5社 

売上増加率 

（②の平均値） 
未実施 3％ 4％ 4％ 5％ 5％ 
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（４）事業内容 

① 共同チラシを活用した地域内消費向けの需要開拓支援（ＢtoＣ） 

項目 内容 

目 的 ・町内消費拡大を狙った個店の販売力強化 

支援対象者 

・チラシを用いた販売促進を検討しているが、費用負担面でチラシ作

成並び新聞折込が困難な問題を抱える小規模事業者で主に飲食店、

小売店、日用雑貨店等を対象とする。 

支 援 方 法 

・独自では費用面でチラシ作成は困難であるため、下に記載の目標の

とおり募集し、共同チラシを作成し町内へ新聞折込する。 

・実施回数は年１回 

・チラシはカラー刷りで片面Ｂ４の見開き４ページを基本とするが、

掲載者数によってサイズ、ページ数を調整する。 

支 援 内 容 

・チラシ掲載商品、サービスについては「経営状況の分析」や「需要

動向調査」の分析や結果をふまえた指導・助言を行う。 

掲載面の指導、助言を行い、デザインや商品撮影等についての専門

的な相談は前記のエキスパートバンク事業を活用する。 

活 用 方 法 

・配布後、効果の有無を確認するための仕組みを個店毎に施す。（例：

チラシを見た方は粗品進呈）また、簡易アンケートをチラシに組み

込みチラシの関心事項等を掲載者へフィードバックする。 

効 果 

・町内全域へチラシを折込するため、自社の商品・サービス等の認知

度向上によって、問い合わせ件数や来店客数の増加が期待できる。 

・限られたチラシでの効果的な広告宣伝方法が学習でき、今後のチラ

シを用いた販促スキルの向上が期待できる。 

 

② ＳＮＳを活用した地域外消費向けの需要開拓支援（ＢtoＣ） 

項目 内容 

目 的 ・町外消費拡大を狙った個店の販売力強化 

支援対象者 
・ＳＮＳを活用したいが使い方がわからない事業者や現在活用中であ

っても効果を実感できていない事業者 

支 援 方 法 
・事業主が持っているスマホやパソコンを利用し、希望するＳＮＳの

活用を支援する。 

支 援 内 容 
・事業者が希望するＳＮＳの活用方法について指導、助言を行い、専

門的な相談は前記のエキスパートバンク事業を活用する。 

活 用 方 法 ・町内外の消費者に自社に来店してもらえるようなＳＮＳにする。 

効 果 
・不特定多数の方の目に触れるため認知度向上につながり、問い合わ

せ件数や来店客数の増加が期待できる。 
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Ⅱ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

 

９.事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

（１）現状と課題 

これまでは、理事会及び総代会において経営改善普及事業、地域総合振興事業に関し

て計画・報告は行ってきたが事業実施後の評価及び検証は行われていなかった。 

そのため、見直しも担当職員によるもので確実な改善が図られておらず、評価・改善

を行う仕組み構築することが課題である。 

 

（２）事業内容 

毎年度１回、本計画に記載の事業の実施状況及び成果について、以下の方法により評

価・検証を行う。 

 

 ①正副会長、事務局長、中泊町水産商工観光課長、法定経営指導員、外部有識者（中

小企業診断士等）により、「経営発達支援計画協議会」を組織し、年１回事業の計

画と実績の定量的数値状況や現場の声などに基づき、成果の評価・見直し案を提示

する。 

 

 ②事業の成果・評価・見直しの結果については、理事会・総代会へ報告し、承認を受

ける。 

 

 ③理事会での事業成果・評価・見直し方針の決定を受け、事務局内でも計画内容・目

標に対する見直し・修正を実施し、小規模事業者に対し、有効な方法を検討する。 

 

 ④事業の成果・評価・見直しの結果を通常総代会において報告し、中泊町商工会のホ

ームページ等で公表し、地域の小規模事業者が常に閲覧可能な状態とする。わかり

やすく情報を公開できるよう、ホームページへの掲載方法及び分析結果の掲示方法

に関わる専門家と協議し公開する。 

 

 

 

１０.経営指導員等の資質向上等に関すること 

（１）現状と課題 

これまでの経営指導員等の資質向上対策は、青森県商工会連合会が実施する職階別研

修会が主であり、個々のスキルアップに止まり組織の支援力向上には繋がっていなかっ

た。 

これからは、経営指導員を中心に関係機関で開催される各種制度説明会や研修会を積

極的に受講しスキルアップを図り、個々の能力を向上させ、それを共有することで商工

会組織の支援力向上を目指す。 
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（２）事業内容 

 ①外部講習会等の積極的活用 

   これまでの県商工会連合会が実施する研修に加え、中小企業大学校、２１あおも

り産業総合支援センター等が開催する研修を受講することで、経営状況の分析や事

業計画を策定するスキルが不十分であった職員が経営に関する支援ノウハウを習

得し小規模事業者への支援能力向上に繋げる。また喫緊の課題である地域の事業者

のＤＸ推進への対応にあたっても、外部講習会等を積極的に受講し、事業者のニー

ズに合わせた相談、指導ができるようにする。 

 

 ②職員支援能力の向上 

   巡回・窓口支援の際に経営指導員以外の職員が経営指導員と帯同しＯＪＴを実施

することで、経営指導員以外の職員にも基本的な経営支援業務を習得することがで

き、組織全体での支援能力の向上を図る。 

 

 ③職員間の情報共有化 

   職員間で情報共有を行うために職員会議を月１回定期的に開催し、各自のこれま

での経験で得た支援ノウハウを組織内で共有し、各事業におけるＰＤＣＡについて

協議することで職員の支援能力と事業効果の向上を図る。 

 

 ④データベース化 

担当経営指導員等が商工会基幹システムへ事業者データ入力を適時・適切に行い、

支援中の小規模事業者の状況等を職員全員が相互共有できるようにすることで、担

当外の職員でも一定レベル以上の対応ができるようにする。 

 

 

 

１１.他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

（１）現状と課題 

  これまでは、北五地域ブロックの協議会、日本政策金融公庫が開催するマル経協議

会、税務署管内の記帳指導協議会など支援機関との情報交換は行われていたが、金融

や税務の情報交換が中心であり支援ノウハウに関する情報交換については限定的で

あった。今後は他支援機関で行っている支援ノウハウを入手し、その情報を商工会全

体として共有することで支援機関としての支援力向上を図る。 

 

（２）事業内容 

①北五地域商工会ブロック協議会 

参加団体等 
青森県商工会連合会、板柳町・鶴田町・金木・市浦・中泊町商工

会 

回   数 年２回 

内容・方法 各商工会の取組状況、経営支援事業説明会 

効   果 経営支援ノウハウの情報共有 
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②小規模事業者経営改善資金貸付制度連絡協議会 

参加団体等 日本政策金融公庫弘前支店、青森県商工会連合会、各商工会 

回   数 年２回 

内容・方法 マル経の貸付状況、各商工会地区の景況について情報交換 

効   果 管内地域金融動向や経済情勢の情報共有 

 

③一日公庫での情報交換会 

参加団体等 日本政策金融公庫弘前支店 

回   数 年１回 

内容・方法 マル経及びその他の貸付制度について情報交換 

効   果 効果的な金融斡旋についてのノウハウ習得 

 

④専門家との情報交換会 

参加団体等 
２１あおもり産業総合支援センター、青森県よろず支援拠点、青

森県事業承継引継ぎセンター他 

回   数 随時 

内容・方法 経済情報、経営に関する支援ノウハウについて情報交換 

効   果 職員のスキル向上 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和６年４月現在） 

（１） 実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規

定する経営指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

 

■氏 名：伊藤由希子 ・ 後藤健一 

■連絡先：0173-57-2733 

 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言 

 経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事

業の評価・見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。なお事業を円滑に行うため、

複数名を登録する。 

 

（３）商工会、関係町連絡先 

 

  中泊町商工会（本所） 

  所在地  ：〒037-0305 青森県北津軽郡中泊町大字中里字亀山 443 

  ＴＥＬ  ：０１７３－５７－２７３３ 

  ＦＡＸ  ：０１７３－５７－２８０３ 

  ＭＡＩＬ ：tugaruns@rose.ocn.ne.jp 

 

中泊町商工会（支所） 

  所在地  ：〒037-0522 青森県北津軽郡中泊町大字小泊字小泊 488 

  ＴＥＬ  ：０１７３－６４－２７０７ 

  ＦＡＸ  ：０１７３－６４－２７０７ 

事務局長 中泊町 

水産商工観光課 

小泊支所 

 

◎ 補助員  １名 

本所 

 

◎ 法定経営指導員  ２名 

◎ 記帳専任職員   ２名 

mailto:tugaruns@rose.ocn.ne.jp


２０ 

 

 

  中泊町 水産商工観光課 

所在地  ：〒037-0392 青森県北津軽郡中泊町大字中里字紅葉坂 209 

  ＴＥＬ  ：０１７３－５７－２１１１ 

  ＦＡＸ  ：０１７３－５７－３８４９ 

 

 

（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                  （単位 千円） 

 
令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

必要な資金の額 １，０００ １，０００ １，０００ １，０００ １，０００ 

 
景気動向調査 １００ 

 

１００ 

 

１００ 

 

１００ 

 

１００ 

 

 
経営状況分析

関連 

３００ ３００ ３００ ３００ ３００ 

 
ＤＸ推進セミ

ナー開催費 

３００ ３００ ３００ ３００ ３００ 

 
共同チラシ ３００ 

 

３００ ３００ ３００ ３００ 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

 

 

調達方法 

・県補助金 

・町補助金 

・会費、手数料等収入（自己財源） 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者

を連携して経営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携して実施する事業の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携して事業を実施する者の役割 
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連携体制図 

 

 


